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1 調査概要
調査件名：

「職業実践専門課程の実態等に関する調査研究」アンケート調査

調査期間：

2017年11月2日～11月30日（途中、未回答団体に対し督促状を送付）

 調査方法：

ウェブアンケート調査（要望に応じ、紙媒体で実施）

 調査対象、配布数／回収数／回収率及び主な項目：

※ 卒業生調査は、各学科1名（卒後1年目）に依頼

種別 配布数 回収数 回収率 主な項目

認定学科調査 2,773 2,026 73.1% ・認定状況
・要件別取組状況
・改善状況
・課題

学校調査（非認定） 1,500 689 45.9％ ・認定を受けない理由、改善状況、要望

卒業生調査 4,273 2,020 47.3% ・在学時代の学習経験、教育効果、学校への要望
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図表 学科区分（認定有無別）

2-1 回答校の学科区分

認定学科では、工業関係が最も多く、次いで商業実務関係、文化・教養関係の順。

非認定学科では、医療関係が最も多く、次いで衛生関係、文化・教養関係の順。
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図表 「職業実践専門課程」認定状況

2-2 回答校の 「職業実践専門課程」認定状況

平成26年に認定された学科は過半数を占めており、平成29年に認定された学科は8.3%。

51.0 26.3 13.6 8.3 0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

[N=2026]

認定を受けている（平成26年3月認定） 認定を受けている（平成27年2月認定）

認定を受けている（平成28年2月認定） 認定を受けている（平成29年2月認定）

その他
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認定学科[N=2026]
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認定学科[N=2026]

非認定学科[N=689]

認定学科[N=2026]

非認定学科[N=689]

実施している 実施していない

カリキュラムの体系性を明確化する

視点からの検討の実施と検討結果

の反映

履修系統図（カリキュラムマップ、カ

リキュラムチャート）の活用

履修モデルを活用した学生への履修

指導の実施

シラバスの作成にあたり、内容を担

当教員以外が検討・修正する機会

の設定

能動的学修（アクティブ・ラーニン

グ）（実習除く）を効果的にカリ

キュラムに組み込むための検討

専修学校全体で定める人材育成目

的や卒業認定方針等とカリキュラムの

整合性を考慮

異なる授業科目で教える内容が重

複するのを避けるため、教員間で、

授業科目の内容の調整

カリキュラム編成に当たり、職員が参

画する

図表 教育課程に関する取組状況（認定有無別）

3-1 教育課程に関する取組状況（認定有無別）

教育課程に関する全ての取組状況において、認定学科が非認定学科を上回っている。
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3-2 教育課程編成委員会の実施体制

図表 教育課程編成委員会の実施体制

「教育課程編成委員会の討議結果を検討、遂行する組織体を学科として有している」が68.7％。

■「教育課程編成に関する学校関係者評価の結果を審議事項としている」が63.7％。

61.0

68.7

83.9

80.5

91.0

56.8

84.5

63.7

0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教育課程編成委員会の討議前に教育課程編成について検討する組織体を学科として有している

教育課程編成委員会の討議結果を検討、遂行する組織体を学科として有している

個別の授業科目の内容や方法の改善及び工夫等に関する討議を実施している

授業科目の変更・新設に関する討議を実施している

学科のカリキュラム編成に関する討議を実施している

学科の改編に関する討議を実施している

当該学科が育成する人材像についての討議を実施している

教育課程編成に関する学校関係者評価の結果を審議事項としている

上記のいずれにもあてはまらない

[N=2026]
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図表 教育課程編成委員会の検討内容のカリキュラムへの反映状況やその成果

3-3 教育課程編成委員会の検討内容のカリキュラムへの反映状況やその成果

「反映状況や成果について、学校関係者評価委員会で審議している」学科は56.3%であった。

56.3

89.2

80.0

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

反映状況や成果について、学校関係者評価委員会で審議している

反映状況や成果について、教育課程編成委員会で確認している

反映状況や成果について、学内の組織体で確認している

上記のいずれにも当てはまらない

[N=2026]
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図表 教員に対する研修における企業等との連携（認定有無別）

4-1 教員に対する研修における企業等との連携（認定有無別）

教員に対する研修における全ての連携方法において、認定学科は非認定学科を上回っている。

68.8

65.8

58.2

53.8

41.0

19.0

13.5

2.9

52.0

39.3

42.9

38.1

21.3

14.7

7.4

19.7

0% 20% 40% 60% 80%

業界団体・経済団体主催の研修への教員の参加

企業主催の研修への教員の参加

企業等との情報交換会の開催

学内研修への企業等からの講師派遣

学内研修への企業等からの助言

実務経験習得のための企業等での教員の受け入れ

企業等との共同研究の実施

上記の連携は行っていない

認定学科[N=2026] 非認定学科[N=687]
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50.5

60.2

44.3
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27.3

43.8

29.9

8.6

34.0

32.3

53.3

34.0

49.5

39.8

55.7

49.4

72.7

56.2

70.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認定学科[N=2026]

非認定学科[N=689]

認定学科[N=2026]

非認定学科[N=689]

認定学科[N=2026]

非認定学科[N=689]

認定学科[N=2026]

非認定学科[N=689]

認定学科[N=2026]

非認定学科[N=689]

認定学科[N=2026]

非認定学科[N=689]

実施している 実施していない

教員の教育に関する業績評

価や顕彰の実施

教員相互の授業参観

教員相互による授業評価

学生による授業評価

自校の学生や自校への入学

希望者に対する理解を深める

ためのワークショップ

アクティブ・ラーニングを推進

するためのワークショップまた

は授業検討会

図表 教職員の資質向上・担保に関する取組（認定有無別）

4-2 教職員の資質向上・担保に関する取組（認定有無別）

教職員の資質向上・担保に関する全ての取組において、認定学科が非認定学科を上回っている。

認定学科・非認定学科ともに「学生による授業評価」が上位。
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図表 教員の能力開発への専任教員の参加状況（認定有無別）

4-3 教員の能力開発への専任教員の参加状況（認定有無別）

教員の能力開発について、専任教員の参加状況は認定学科が非認定学科を上回っている。

「全員参加している」学科は、認定学科で47.3%、非認定学科で32.2%。

47.3

32.2

23.8

14.5

13.5

10.4

4.0

4.8

2.0

5.8

9.4

32.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認定学科[N=2026]

非認定学科[N=689]

全員が参加している 4分の3以上が参加している 2分の1以上が参加している

4分の1以上が参加している 4分の1未満が参加している 把握していない
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4-4 企業等と連携した教員研修による効果

図表 企業等と連携した教員研修による効果

「効果があった」に着目すると、「担当分野の実務に関する知識・技能の向上」が46.9％、次いで
「生徒指導・就職指導力の向上」が23.5％であった。

46.9

26.2

21.0

23.5

18.6

16.7

45.6

56.7

57.9

59.3

51.8

43.8

3.5

9.8

12.8

10.3

17.6

23.5

0.5

1.0

1.6

1.4

2.2

3.2

3.5

6.3

6.7

5.5

9.9

12.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

担当分野の実務に関する知識・技能の向上

授業の設計・評価に関する知識の向上

インストラクションスキルの向上

生徒指導・就職指導力の向上

カウンセリング力の向上

学校運営に対する知識・意欲の向上

効果があった やや効果があった あまり効果がなかった 効果がなかった 当該内容は受講・実施していない

[N=2026]
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図表 学校評価の実施状況（認定有無別）

5-1 学校評価の実施状況（認定有無別）

自己評価、学校関係者評価を行っている非認定学科は、それぞれ78.4%、37.6%であった。

第三者評価を行っている認定学科は32.8%、非認定学科は9.6%であった。

100.0

78.4

100.0

37.6

32.8

9.6

11.5

27.6

22.5

27.9

10.2

34.8

44.7

62.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認定学科[N=1983]

非認定学科[N=689]

認定学科[N=1973]

非認定学科[N=689]

認定学科[N=2026]

非認定学科[N=688]

実施している 実施していないが、実施の予定がある 実施しておらず、実施の予定もない

自己評価

学校関係者評価

第三者評価
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図表 学校関係者評価の実施体制

5-2 学校関係者評価の実施体制

学校関係者評価を「教育課程編成委員会と連携して実施している」学科は69.0%であった。

■学校関係者評価委員会開催前に資料を事前送付している学科は50.3%であった。

87.0

69.0

59.7

60.5

58.1

50.3

37.8

26.5

15.8

15.4

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自己評価結果に基づき検討している

教育課程編成委員会と連携して実施している

学校関係者評価委員会の討議結果を検討、遂行する組織体を有している

会議体を学則以外の諸規定に位置づけている

委員会等の開催前に、あらかじめ委員に説明している

委員会等の開催前に、あらかじめ委員に資料を送付している

委員に、委員会での発言以外の方法（評価票の記載等）で意見や評価を求めている

学校及び法人所属以外の者が委員長（司会）を務めている

会議体を学則に位置づけている

学校及び法人所属以外の者が報告書を記載している

上記のいずれも当てはまらない

[N=1973]
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5-3 学校関係者評価での議論時間

図表 学校関係者評価で議論時間が多かったもの

学校関係者評価で議論時間が多かった順に、「教育方法・教育評価」が56.8％、「学習成果」が
51.2％であった。

■「教育課程編成委員会での審議状況」は11.9％であった。

56.8

51.2

47.3

42.5

37.1

37.1

32.5

29.4

28.4

27.9

25.3

11.9

9.5

9.0

8.2

5.1

0.3

0% 20% 40% 60%

教育方法・教育評価

学習成果

教育課程編成・教育到達レベル

生徒支援（進路支援、経済支援、生徒相談体制等）

教育環境（施設・設備、学外との連携体制等）

教育理念・目的・人材育成像

重点目標

地域貢献・社会貢献

生徒の受入れ募集

学校運営（運営方針・事業計画・組織・情報公開等）

資格取得支援

教育課程編成委員会での審議状況

教職員の確保・育成

国際交流

法令等の遵守

財務

上記のいずれも議論していない

[N=1972]
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6 ホームページで提供している情報（認定有無別）

図表 ホームページで提供している情報（認定有無別）

ホームページで提供している情報の多くの項目において、認定学科が非認定学科を上回っている。

93.8

90.1

95.3

89.7

58.2

71.6

89.2

94.3

83.6

77.3

87.8

91.7

82.0

94.6

74.5

29.8

30.8

58.1

78.7

55.0

81.3

73.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

学校の教育・人材養成の目標及び教育指導計画、経営方針、

特色

学校の沿革、歴史

入学者に関する受入れ方針・入試制度

資格取得、検定試験合格等の実績

教職員の組織、教員の専門性

キャリア教育への取組状況

就職支援等への取組支援

学校行事への取組状況

生徒支援への取組状況

学生納付金の取扱い（金額、納入時期等）

活用できる経済的支援措置の内容等（奨学金、授業料減免

等の案内等）

認定学科[N=2026] 非認定学科[N=689]

51.3

63.2

71.4

37.6

88.3

53.8

33.0

25.2

24.4

96.0

85.7

0.0

12.3

13.1

14.5

8.0

31.6

16.5

8.3

5.7

4.8

92.3

74.5

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業報告書

貸借対照表

収支計算書

監査報告書

自己評価・学校関係者評価の結果

評価結果を踏まえた改善方策

留学生の受入れ・派遣状況

外国の学校等との交流状況

学則

学校行事・イベント情報

日常的な話題提供（最近の出来事等）

上記の情報はホームページで公開していない
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7 認定要件充足維持のための苦労の度合い（認定年度別）

図表 認定要件充足維持のための苦労の度合い（認定年度別）

認定要件充足維持のための苦労の度合いは、「企業等と連携して、教員に対し、実務に関する研
修を組織的に実施」「企業等と連携体制を確保して、授業科目等の教育課程を編成」が上位。

認定年度別では、認定年度が過去であるほど、苦労の度合いが低い傾向にある。
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28.3
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30.8
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27.8
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6.9

3.6

5.9

22.7

25.9
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33.1
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19.3
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40.7

41.8

42.5

45.0

39.7

36.2

38.5

44.4

12.4

10.5

12.7

10.7

38.8

45.6

44.0

45.0

37.0

38.8

37.1

45.6

28.9

22.1

21.5

18.9

28.8

25.3

21.8

21.9

32.7

44.3

44.0

38.5

28.3

18.9

20.7

16.6

35.8

28.3

29.1

27.8

9.1

7.7

8.4

5.3

10.6

8.8

12.0

5.9

49.2

38.3

39.6

45.0

10.2

9.6

8.4

5.3

13.9

13.5

12.4

5.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成26年3月[N=1033]

平成27年2月[N=533]

平成28年2月[N=275]

平成29年2月[N=169]

平成26年3月[N=1033]

平成27年2月[N=533]

平成28年2月[N=275]

平成29年2月[N=169]

平成26年3月[N=1033]

平成27年2月[N=533]

平成28年2月[N=275]

平成29年2月[N=169]

平成26年3月[N=1033]

平成27年2月[N=533]

平成28年2月[N=275]

平成29年2月[N=169]

平成26年3月[N=1033]

平成27年2月[N=533]

平成28年2月[N=275]

平成29年2月[N=169]

苦労している やや苦労している あまり苦労していない 苦労していない

企業等と連携体制を確

保して、授業科目等の

教育課程を編成

企業等と連携して、演

習・実習等を実施

総授業時数が1,700時

間以上または総単位数

が62単位以上

企業等と連携して、教員

に対し、実務に関する研

修を組織的に実施

企業等と連携して、学校

関係者評価と情報公開

を実施


